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   地方独立行政法人法改正以降の評価委員会の所掌事務等 

 

１ 所掌事務（主なもの） 

 

 ⑴ 各事業年度に係る法人の業務の実績に関する評価の際の意見聴取 

  （地方独立行政法人法第２８条第４項） 

《平成２９年度まで》 

 地方独立行政法人（以下「法人」という。）は、各事業年度の業務の実績に

ついて、評価委員会の評価を受けなければならない。 

 

《平成３０年度以降》 

 法人は、各事業年度の業務の実績について、設立団体の長（府中市長。以下

「市長」と読み替える。）の評価を受けなければならない。 

 

 ただし、中期目標※期間の最後の事業年度の直前の事業年度（平成３０年度）

の評価の際は、加えて、中期目標の期間の終了時に見込まれる中期目標の期間

における業務の実績に関する評価を行う必要があり、その際には、あらかじめ

評価委員会の意見を聴かなければならない。 

※ 中期目標： 地方独立行政法人法（以下「法」という。）第２５条で定め

られている期間（府中市における現在の期間では平成２８年

度～平成３１年度の４年間）において、市長が、法人が達成す

べき業務運営に関する目標を定め、法人に指示したもの。 

        法人は、中期目標に基づき、中期目標を達成するための計画

（中期計画）を作成しなければならない。 

 

   ただし、昨年度の評価委員会において、１年に一度は評価委員の皆様にお集

まりいただき、評価に対するご意見をいただくということになりましたので、

地方独立行政法人府中市病院機構評価委員会条例を改正し、「当該事業年度に

おける業務の実績などに係る市長による評価に際し、意見を述べること。」とい

った規定を新たに設けさせていただいています。 

 

 ⑵ 市長による中期目標の策定・変更の際の意見聴取（法第２５条第３項） 

  ⇒変更なし 

  ※ 来年度に次期中期目標策定予定 

 

資料１ 
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 ⑶ 市長が中期目標期間終了までに法人の業務の継続又は組織の存続の必要性そ

の他業務及び組織の全般にわたる検討を行う際の意見聴取（法第３０条第２項） 

《平成２９年度まで》 

 市長は、法人の中期目標の期間の終了時において、法人の業務を継続させる

必要性、組織の在り方その他その組織及び業務の全般にわたる検討を行い、そ

の結果に基づき、所要の措置を講ずるものとする。 

 市長は、当該検討を行うに当たっては、評価委員会の意見を聴かなければな

らない。 

 

《平成３０年度以降》 

 市長は、中期目標の期間の終了時に見込まれる中期目標の期間における業

務の実績に関する評価を行ったときは、中期目標の期間の終了時までに、法人

の業務の継続又は組織の存続の必要性その他その業務及び組織の全般にわた

る検討を行い、その結果に基づき、業務の廃止若しくは移管又は組織の廃止そ

の他の所要の措置を講ずるものとする。 

 市長は、当該検討を行うに当たっては、評価委員会の意見を聴かなければな

らない。 

 

 ⑷  出資等に係る不要財産の出資等団体への納付に際しての意見聴取 

  （法第４２条の２第５項） 

  ⇒変更なし 

 

 ⑸ 法人が重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときの市長による認

可の際の意見聴取（法第４４条第２項） 

  ⇒変更なし 

 

 ⑹ 報酬等の支給の基準を定め、これを設立団体の長に届け出た際の市長に対す

る意見の申し出（法第５６条第１項） 

  ⇒変更なし 
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２ 所掌事務でなくなったもの（主なもの） 

 

 ⑴ 業務方法書に対して市長が認可する際の意見聴取 

  （法第２２条第３項）⇒削除 

 

 ⑵ 中期計画の作成・変更に対して市長が認可する際の意見聴取 

  （法第２６条第３項）⇒削除 

 

 ⑶ 市長による財務諸表の承認の際の意見聴取 

  （法第３４条第３項）⇒削除 

 

 ⑷ 損益計算において損失が生じた際の積立金減額による整理や繰越欠損金とし

ての整理に対して市長が承認する際の意見聴取 

  （法第４０条第５項）⇒削除 

 

 ⑸ 限度額を超えての短期借り入れ又は短期借入金の借り換えに当たって市長が

認可する際の意見聴取 

  （法第４１条第４項）⇒削除 

 

 


